
平成２５年 3 月２８日 

 

信楽高原鐵道株式会社の旅客運賃の認可について 

 

 近畿運輸局は、信楽高原鉄道株式会社から申請のあった旅客運賃の上限設定について、鉄

道事業法に基づき、本日（3 月２８日）付けで認可しました。 

 

○申請日：平成２５年３月４日 

 

○申請者： 

 申請者名：信楽高原鐵道株式会社 

 代表者 ：代表取締役社長 今井 恵之助 

 所在地 ：滋賀県甲賀市信楽町長野１９２番地 

 

○設定しようとする旅客運賃の上限を適用する路線：信楽線（貴生川～信楽）14.7km 

 

○申請の概要： 

１ 申請理由 

信楽高原鐵道（信楽線：貴生川・信楽間１４．７㎞）は、平成２５年３月４日付けの鉄

道事業再構築実施計画の認定により、第一種鉄道事業を廃止し、第二種鉄道事業のみなし

許可を受けたことから、第二種鉄道事業者として運輸を開始するため運賃の上限の設定を

行うもの。 

 

２ 申請内容 

  ・運賃制度：対キロ区間制 

  (１)普通運賃 初乗り１９０円 

  (２)定期運賃 割引率 通勤定期 ５０％ 通学定期 ６０％ 

   (３)設定する上限運賃 

  種別 普通旅

客運賃 

定期旅客運賃（１か月） 

キロ程   通 勤 通 学 

ｷﾛﾒｰﾄﾙまで 円 円 円 

3     190      5,700       4,560 

6     280       8,400       6,720 

9     330       9,900       7,920 

12     390      11,700       9,360 

15     450      13,500      10,800 

      ※設定する上限運賃は、現行の所定運賃と同じであり、 

認可後の所定運賃に変更はない。 

 

○鉄道事業部門の収支実績及び推定 

  別紙１のとおり 

 

○中小民鉄事業者の収入原価算定要領 

  別紙２のとおり 

 

※ 経営合理化目標の内容及び利用者サービス向上策については、信楽高原鐵道ＨＰ発表の

とおり 



(別紙１）

○鉄道事業の収支実績及び推定（収入・原価）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

旅 客 運 賃 96 97 103 102 101

保守管理受託収入 － － 56 57 57

そ の 他 収 入 14 3 4 5 5

計 111 101 163 163 163

人 件 費 及 び 経 費 162 126 130 132 133

修 繕 費 16 15 15 15 15

減 価 償 却 費 5 5 0.3 0.1 0

そ の 他 支 出 8 8 1 1 1
事　業　報　酬

（法人税等を含む） 0.3 0.3 63 63 61

計 190 154 209 211 211

▲ 80 ▲ 54 ▲ 47 ▲ 48 ▲ 47

※収入及び原価については、「鉄道事業会計規則」及び「中小民鉄事業者の収入原価算定要領」に基づき整理。

※平年度の収入原価は、次頁の「信楽高原鐵道(株)の収入原価算定要領」に基づき算定。

※特別利益・特別損益は含まない。
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（単位 ：百万円）

科目
実績年度

(平成23年度)
翌年度推計

(平成24年度）

平年度



算定方法

輸送人員　需要予測による輸送数量及び乗車区間の運賃に基づき算出。
　平成２３年度（実績）　４９１．７千人／年
　平成２４年度（推計）　４９６．９千人／年
　平年３ヶ年（推計）　　平成２５年度　５２６．６千人／年
　　　　　　　　　 　　　　　平成２６年度　５２０．０千人／年
　　　　　　　　　　　　　　 平成２７年度　５１４．０千人／年

運賃　普通初乗り　１９０円
　　　　１ヶ月定期割引率　通勤定期　５０％，通学定期　６０％
　　　　３ヶ月定期割引率　１ヶ月定期×３　５％
　　　　６ヶ月定期割引率　１ヶ月定期×６　１０％
運賃改定　見込まず（消費税増税に掛かる対応の可能性あり）

保守管理
受託収入

第三種鉄道事業者（甲賀市）から受託する電路・線路・車両の保守にかかる人件費・
修繕費・経費

その他
収入

（運輸雑収）平成２３年度実績を基に、土地物件貸付料収入、広告料収入、自動販売
機手数料、レンタサイクル使用料などを計上。また、ネーミングライツや関連グッズの
販売などの増収施策の収入を見込む。
(事業外収入）平成２３年度実績を基に、受取利息、トイレ清掃受託収入を計上。

人件費
及び経費

（人件費）要員計画を基に算出。なお、賞与については減額。
（経費）動力費は、平成２３年度実績の使用量を基に、平成２４年度実績における最
高単価で算出。線路使用料は、第三種鉄道事業者（甲賀市）から無償で貸与。その
他経費は、過年度実績及び営業（集客）活動費用を見込み算出。

修繕費 過年度実績における設計単価を用い、線路・電路・車両の修繕計画を基に算出。

減価償却費
ＯＡ機器のリース資産について、定率法により算出。
平成２５年度～平成２６年度で終了。

その他
支出

（諸税）固定資産税は、対象資産の残存簿価に税率（１．４％）を乗じて算出。
（雑支出）その他収入に必要なトイレ清掃委託費を計上。

事業報酬

(事業報酬）払込資本金に対し、１０％配当に必要な額を見込む。その場合の、法人三
税は、税引き前利益に実効税率を乗じて算出。
　　　　　　　 平成２５年度～平成２６年度　３８．０％、平成２７年度　３５．６％
ただし、実績年度及び翌年度推計は法人税の実績値を計上。

信楽高原鐵道(株)の収入原価算定要領
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（別紙２）

（平成１２年３月１日付鉄業第１１号）

中小民鉄事業者の収入原価算定要領

本要領は、鉄道及び軌道の旅客鉄道運賃の算定に適用する。

１．適用範囲

本要領は、中小民鉄事業者（鉄道事業者及び軌道経営者からＪＲ旅

客会社、大手民鉄及び地下鉄事業者の収入原価算定要領を適用する鉄

道事業者及び軌道経営者を除いたものをいう。）に適用する。ただし、

鋼索鉄道については、適用しないものとする。

２．収入・原価算定の方法と手順

原価計算期間の鉄軌道事業部門の収入及び原価については、次の方

法と手順により算定のうえ、所要運賃増収額を計算し、これを基礎と

して運賃を決定する。

（１）原価計算期間

原価計算期間（平年度）は、３年間とする。

（２）一般原則

① 経常的性格を担保するため、固定資産売却損益等の特別損益

は、これを除外する。

② 鉄軌道事業部門を他の事業部門と区分して収支を算定する。

なお、鋼索鉄道は、これを鉄軌道事業部門と区分するものと

する。

イ 明らかに鉄軌道事業部門に帰属する収入及び原価は、これ

を鉄軌道事業部門に帰属させる。

ロ 他部門と関連する収入及び原価は、一定の配賦基準で按分

した鉄軌道事業分担分を鉄軌道事業部門に帰属させる。

③ 投融資については、これを独立の事業部門として処理するこ

ととする。

（３）原価の算定

① 人件費

実績及び事業計画を考慮して適正に算定する。

② 修繕費

実績を基礎として物価上昇等を考慮して算定する。

③ 経費

イ 動力費

車両走行キロ当りの実績を基礎として、動力供給規定等を



勘案して算定する。

ロ その他の経費

実績を基礎として物価上昇等を考慮して算定する。

④ 諸税

実績及び工事計画等を基礎として算定する。

⑤ 減価償却費

実績年度末における鉄軌道資産及び工事計画等を基礎とし、

税法に定める限度額によって算定する。

⑥ 営業外費用

イ 支払利息

原価計算期間中の平均借入額に平均借入率を乗じて算定す

る。

ロ その他

実績を基礎として算定する。

⑦ 配当所要額（適正利潤）

払込資本金に対し１０％配当に必要な額の鉄軌道事業分担額

とする。

（４）収入の算定

① 旅客運輸収入

過去の輸送実績に基づき、過去及び将来の特殊事情を考慮し

て旅客輸送数量を推計し、実績年度におけるキロ別輸送数量及

びキロ別運賃を基礎として算定する。

② 貨物運輸収入

旅客運輸収入の算定方式に準ずる。

③ 運輸雑収

実績を基礎とし、増収努力を見込んで算定する。

④ 営業外収益

運輸雑収の算定方式に準ずる。

附 則

適用期日

本要領は平成１２年３月１日以降の申請から適用する。


